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１．立地適正化計画の作成の目的
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１．立地適正化計画の作成の目的
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現状のままだ
と2040年に
約10,000人
まで減少

立地適正化計画を策定
し、利便性の高い施設
の集約、居住の誘導に
より人口密度を維持

利便性、住みやすさが
向上し、街の魅力を高
め人口増加につなげる



２．立地適正化計画の策定の流れ
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立地適正化計画の策定スケジュール

月別
細別

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

誘導区域の設定

誘導施設の検討

目標値の設定

施策の達成状況に関
する評価方法の検討

立地適正化計画案作
成（素案作成）

原案作成

計画書とりまとめ



２．立地適正化計画の策定の流れ
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検討体制図

都市計画審議会

事務局

町内会議

北の住まいる
タウン地域協議会

町民WS
パブリックコメント 等

立案・調整

意見聴取
意見反映

本委員会

立地適正化計画
策定委員会

報告・審議

報告・審議
(諮問・答申)



２．立地適正化計画の策定の流れ
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策定委員会の各回の議題内容

回 数 議 題

第１回
・当別町の現状と課題の把握
・まちづくりの方針の検討
・誘導区域の設定方針の検討

第２回
・誘導施設及び、誘導区域の設定
・目標値の設定

・評価方法の検討

第３回 ・立地適正化計画素案の作成



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

年少人口 生産年齢人口

社人研推計（H29.3）結果

3,537 3,522 2,919 2,159 1,547 1,118 814 657 535 444 357

13,270 13,732
13,001

11,992

10,494
8,929

7,442
5,930

4,762
3,774 3,105

2,865
3,524

4,052

4,615

5,237

5,671

5,938

6,149

6,049
5,789

5,213

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
年少人口 生産年齢人口（人） 社人研推計（H29.3）結果

３．当別町の現状
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人口（総人口、高齢化率の推移）

人口の推移と今後の人口推移の推計
＜参考：各年国勢調査及び社人研推計＞

年代別人口構成の推移と今後の推計
＜参考：各年国勢調査及び社人研推計＞

・2045年には、2015年の半分まで人口減少すると想定される。
・急激な高齢化の進展が想定される。



３．当別町の現状
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人口（各地人口増減率の推移（2015→2040））

※北海道医療大学の学生数は横ばいである
が、 町内居住者及び町内居住率は年々
増加している。

地区 人口密度（2015年⇒2040年比較）

本町地区

・当別駅南の元町周辺の人口密
度が減少

・本町地域の中では、緑町・白
樺町・西町・錦町・美里・末
広の人口密度が微減

太美地区

・太美駅周辺の人口密度が減少

・太美北・スターライトの人口
密度は微減

その他地区

・スウェーデンヒルズ地区の人
口は微増
・その他の地区は減少

人口分布の推移（人口増減率）
（現状：2015年⇒将来：2040年）
＜参考：国勢調査及び社人研推計＞

唯一人口増加

人口増減率



３．当別町の現状
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2040年（将来） 人口密度
＜参考：社人研推計＞

2015年（現状） 人口密度
＜参考：国勢調査＞

人口（各地人口増減率の推移（2015→2040） ）



３．当別町の現状
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中心市街地の土地利用の状況

低未利用地の状況（本町地区） 低未利用地の状況（太美地区）
＜参考：都市計画基礎調査＞

・中心市街地でも、空き家・空き地が点在している。



３．当別町の現状
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公共交通（JR北海道、ふれあいバス）の利用者数の推移・現状
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

青山会館行ＪＲ当別駅

南口行

医療大

あいの里

キャンパス行

北海道

医療大学行

ＪＲ太美駅

・

ロイズ行

JR当別駅

南口行

道の駅

方面行

ヒルズ

方面行

みどり野・青山線 あいの里金沢線 西当別線 西当別道の駅線 市街地予約

型線

平日乗降人員年間合計

休日乗降人員年間合計

（人）

※市街地予約型線は平休区別なし

34.3%

18.7%

11.1%

9.2%

4.5%

7.2%

4.8%

2.1%

1.4%

1.2%

5.5%

19.1%

22.4%

7.7%

8.4%

11.3%

6.9%

4.7%

2.0%

1.7%

1.5%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40%

自宅

当別中学校

中央団地

シルバー人材センター

JR石狩当別駅

森林管理署

総合保健福祉センター（ゆとろ）

高橋農産

ラルズストア

運行エリア内のコンビニエンスストア

その他

乗車場所

降車場所

３．当別町の現状

12

公共交通（JR北海道、ふれあいバス）の利用者数の推移・現状

各路線の乗降人員年間合計（平休別） 市街地予約型線における乗降利用場所の上位
＜当別町資料＞

・町営ふれあいバスはあいの里、北海道医療大学行の利用者が多い。
・市街地予約型線は、自宅、中学校、中央団地、シルバー人材センター、JR石
狩当別駅での乗降が多い。



３．当別町の現状
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公共交通（ JR北海道、ふれあいバス）の公共交通カバー率

・平成29年9月25日時点でのJR、
バスの公共交通でカバーできる
範囲は以下の通りとなっている。

項目 数値

カバー人口 14,801人

カバー率 85.7％

＜当別町地域公共交通網形成計画＞



３．当別町の現状
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公共施設、商業施設の分布状況

・公共施設、商業施設は本町地区及び太美地区に集中している。

当別町内の公共施設等の立地状況
＜参考：国土数値情報＞

当別町内の商業施設等の立地状況
＜参考：とうべつ町民ポータルサイト

+Life TOBETSUの情報を元に作成＞



４．住民意向の把握(アンケート調査結果より)
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現状のまちづくりの重要度と満足度

＜今後取組みを強化する必要がある項目＞
・賑わい創出・地域活性化を重要視する一方、誰もが安心して暮らせる生活環境づくりも
重要視。

＜今後積極的にアピールしていくべき項目＞
・自然環境のよさが圧倒的であり、そのほかに生活環境の安全性やまちなみ・景観のよさ
が挙げられる⇒緑豊かで良好な居住環境をアピールしていくべきと考えられる。

まちの目指す姿

・子どもたちを伸び伸びと育てることがで
きるまち（約39％）

・豊かな自然環境に守られているまち（約
38％）

・快適な生活環境の中で暮らせるまち（約
35％）

定住意向

・現在、居住している地区に住み続けることを希望する回答者が約65％である一方、町外
への転出を希望する回答者が約25％

今後のまちづくりにおける課題

・買い物や娯楽施設の場の充実（約64％）
・福祉・医療環境（約49％）
・交通の便のよさ（約40％）



５．上位・関連計画
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関連計画に示されているまちづくりの課題及び方針

まちづくりの課題 まちづくりの方針
少子高齢社会の到来により人口増加は見込めない中
での、都市づくりのあり方の見直し

コンパクトな市街地の形成

市街地における都市機能の適切な配置と住環境の保
全

石狩当別駅周辺は、地区内人口の増加を図り、商業業務
施設と複合した住宅などの立地促進

市街地に残された小規模な未利用地や石狩太美駅
周辺を中心に存在する未利用の町有地の整理･活用

商業業務地周辺の一般住宅地は、低中層住宅を中心とし
た利便性の高い住宅地の形成推進

商業業務地のにぎわいの低下
市街地外縁部の低層住宅地は、周辺の田園景観と調和し
た住宅地の形成推進

コミュニティの場の確保
高齢者や障害者、子育て世代、大学生など、多様化する住
宅ニーズに対応した住環境の供給

医療・介護関係施設の空白地域に考慮した整備
生涯を通じ継続してスポーツやレクリエーションに親しめるような
環境整備

子育て世帯向けの住宅の確保や町営住宅の立地検
討など、地域の需要と適正な配置の実現

両駅周辺や未利用の町有地の土地利用の高度化と、利便
性の高い複合機能の整備

誰もが自家用車でなくても移動できる環境づくり（歩行
者・自転車道路・公共交通のネットワーク形成）

当別町版ＣＣＲＣ構想のエリアにおける民間事業者の誘致

公共施設等の老朽化 公共施設の建替え・統廃合・複合化

誰もが自家用車でなくても移動できる環境づくり（歩行
者・自転車道路・公共交通のネットワーク形成）

北海道医療大学生の町内居住促進

各地区の特性にあった適切なエネルギー導入の模索

住民が使用しやすいデマンドバス等の移動支援システムの検
討

計画名

当別町第５次総合計画

当別町都市計画マスタープラン改訂版

当別町まち・ひと・しごと創生総合戦略

当別町生涯活躍のまちづくり基本構想

「北の住まいるタウン」地域計画

当別町地域交通網形成計画

当別町公共施設等総合管理計画

当別町住宅マスターブラン

当別町地域福祉計画



６．まちづくりの課題
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現状及び将来の課題

【前提条件】人口減少・少子高齢社会でも持続可能なまちづくりの必要性
・目標将来人口と反して減少する人口と、高齢化の進展
・今後の人口減少･少子高齢社会や社会情勢に影響を受けやすい財政状況
・少子高齢社会の到来により人口の増加は見込めない中での、都市づくりのあり方の見直し

今後の高齢者の増加を見
据えて考えうる医療施設
や福祉施設の拡充

エネルギー及び再生可
能エネルギーの活用

PPP及びPFI等による、
公共施設更新事業費

の平準化

地域経済の強化
・雇用の減少、地価の減少といった地力の縮退
・商業業務地のにぎわいの創出
・北海道医療大学生の居住しやすい環境創出
・賑わい創出・地域活性化が重要 など

適正な開発誘導によるまち
のコンパクト化

・空き地、空き家の散在、分譲後
未建築の宅地の存在
・市街地における都市機能の適
切な配置と住環境の保全 など

移動ネットワークの強化
・JRや当別ふれあいバス等の公共交通の持続に向けた
利用促進
・誰もが自家用車でなくても移動できる環境づくり
・地域内の移動利便性に課題 など

安心な居住環境の維持
・災害可能性のある中での居住の安
全・安心の維持
・子育て世帯向けの住宅の確保や
町営住宅の立地検討など、地域の
需要と適正な配置の実現 など

サービス維持・拡充を図る
公共施設等適正配置

・インフラの維持
・子育て支援のサービス拡充
・医療・介護関係施設の空白地域
に考慮した整備 など

現
状
の
課
題

将
来
の
課
題



 駅を拠点とした、まちなかにおけ
る住みやすさの向上

 公共サービスが維持され、
まちなかでひと通りのことができる

環境の創出

 町内でひと通りのモノが揃う
商業環境づくり

 町内でも働ける環境づくり

 安全なまちとしての
移住環境として魅力向上

 子育て環境としても、
安心して暮らせる環境づくり

 自家用車がなくても
暮らしやすいと感じられる
交通のあり方・環境づくり

 将来も安心して暮らせる
サービス環境の維持

 就職先にもなりうる施設の
維持・拡充

 家計・財政負担の少なく、
持続可能なまちの環境の創出

 公共サービスの維持による
生活環境の魅力の維持

課題解決の方向性

７．まちづくりの方針

18

都市構造上の課題

 適正な開発誘導による
まちのコンパクト化

 サービス維持・拡充を図る
公共施設等適正配置

 地域経済の強化

 安心な居住環境の維持

 移動ネットワークの強化

現状課題を踏まえて

 医療施設や福祉施設の拡充

 エネルギー及び
再生可能エネルギーの活用

 PPP及びPFI等による、公共施
設更新事業費の平準化

将来を見据えて
（人口減少・少子高齢化社会でも
持続可能なまちに向けて）

誘導すべきターゲット

住み続けてもらう
「現在の町民」

都心近郊での
豊かな生活がしたい
「移住者」

町内居住してもらう
「北海道医療大学生」



７．まちづくりの方針
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まちづくりの全体方針と個別方針

まちづくりの
全体方針

当別駅及び太美駅を拠点とした都市機能の集約と、町内公共交通ネッ
トワークの強化による持続可能でコンパクトなまちづくりを目指す

まちづくりの
個別方針

①人口減少となっても対応できるよう、駅を拠点として、人口密度を維持で
きるまちづくりの再構築

②まちなかへの都市機能の集約化と働く場の創出（公共サービスや医療・
福祉、生活関連商業施設等）

③利便性の高いまちなかに居住を誘導しつつ、その周辺の良好な生活環
境を維持

④郊外部からまちなかへのアクセス性の向上を図る町内公共交通の見直し

⑤公共施設の集約・複合化と、エネルギー活用や官民連携などによる効果
的・効率的なまちの再編



７．まちづくりの方針
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都市計画マスタープラン(現行)



７．まちづくりの方針
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将来の都市構造図（更新案）

拠点 拠点の考え方 該当地区

中心拠点

・都市機能（公共施設、商
業施設、文化施設）の集
積を促進するとともに、他地
区からの公共交通によるアク
セスを強化する拠点

本町市街地
太美市街地

周辺田園
地域

・古くから地区のコミュニティの
中心となっている農業集落で
あり、農地の保全及び農業
者を確保しつつ、公共交通
による中心拠点へのアクセス
の確保することにより、今後も
生活環境の維持が求められ
る拠点

その他周辺地区

近自然型
住宅地区

・周辺の森林環境との調和を
図る近自然型住宅地として、
今後も魅力ある居住環境の
形成が求められる拠点

スウェーデンヒルズ
地区
みどり野地区



８．誘導区域の設定方針
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居住誘導区域
判断基準(案)

・JR駅から徒歩圏の範囲
・現状人口密度が一定以上
・将来人口密度が比較的維持されるもしくは、人口維持が求められる区域
・築年数が古い住宅の集積エリアで近い将来に住宅等の更新エリアとして位置付けるべき区域
・学校へのアクセスの利便性が高い区域

都市機能誘導区域
判断基準（案)

・JR駅から一定範囲内
・主要施設が集積する地域等、都市機能が一定程度充実している区域
・まとまった低未利用地や開発可能性のある敷地
・利用者数の多い駅前通りの周辺区域

誘導区域の設定方針（当別町版）

誘導区域の設定方針（指針）

居住誘導区域
判断基準

・都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺区域
・都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることがてき、都市の中心拠点
及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域

都市機能誘導区域
判断基準

・鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程度充実している区域
・周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等
・都市の拠点となるべき区域



８．誘導区域の設定方針
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都市機能誘導区域及び居住誘導区域の想定エリア

本町市街地 太美市街地

都市機能誘導区域の想定エリア

居住誘導区域の想定エリア


